
はじめに
評価通達93及び26に基づき貸家及び
貸家建付地の評価をする場合、構造上
区分された複数の独立部分からなる家
屋については、賃貸されている各独立
部分の割合（賃貸割合）に応じて減額
されます。評価通達26（注）2では、
「賃貸されている各独立部分」には、
継続的に賃貸されていた各独立部分
で、課税時期において、「一時的に賃
貸されていなかったと認められるも
の」（一時的空室部分）を含むことと
して差し支えないとされています。
今回は、「一時的空室部分」に該当
するか否かが争われた判決・裁決をご
紹介します。

Ⅰ 8棟の家屋とその敷地
平28．10．26大阪地裁判決
（棄却）（控訴）Ｚ888－2093
平29．5．11大阪高裁判決
（棄却）（上告受理申立て）

Ｚ888－2093
＜事案の概要＞
Ａ（原告、控訴人）は、相続開始時
に182室うち71室が空室であった賃貸
用の家屋（8棟）及びその敷地を相続
しました。この事案では、空室71室（本
件各空室部分）が一時的空室部分に該
当するか否かが争われました。
＜裁判所の判断＞
裁判所では、次のとおり判断し、一時
的空室部分に該当しないとしました。
1 評価通達26（注）2の意義
① 評価通達の趣旨に照らせば、構造
上区分された複数の独立部分からなる
家屋の一部が課税時期に賃貸されてい
ない場合において、当該独立部分が評
価通達26（注）2の一時的空室部分と
いえるためには、当該独立部分の賃貸
借契約が課税時期前に終了したものの
引き続き賃貸される具体的な見込みが
客観的に存在し、現に賃貸借契約終了
から近接した時期に新たな賃貸借契約
が締結されたなど、課税時期前後の賃
貸状況等に照らし実質的にみて課税時

期に賃貸されていたと同視し得ること
を要するというべきである。
② 評価通達93並びに26本文及びその
26（注）2が、構造上区分された複数
の独立部分からなる家屋について、減
額を認めていることは、家屋の独立部
分ごとに、借家権の目的となっている
ことに基づく制約があると評価できる
か否かに着目するものであり、貸家及
び貸家建付地の取得の時における時価
を算定するための手法として合理的な
ものであるということができる。
2 本件各空室部分について
① 本件各空室部分が賃貸されていな
い期間は最も短い場合でも5か月であ
り、本件各空室部分について、相続開
始前に賃貸借契約が終了した後も引き
続き賃貸される具体的な見込みが客観
的に存在したにもかかわらず上記の期
間新たな賃貸借契約が締結されなかっ
たことについて合理的な理由が存在し
たなどの事情は認められず、むしろ、
各係争家屋の賃借人を継続的に募集し
ていたという原告の主張を前提とすれ
ば、そのような募集状況にあったにも
かかわらず5か月以上も賃貸されてい
ないことから、上記のような事情はな
かったものと推認される。
② したがって、本件各空室部分は、
相続税の課税時期に賃貸されていたと
同視することはできず、一時的空室部
分に該当しない。

Ⅱ 2棟の家屋とその敷地

平27．11．11非公開裁決
（棄却）Ｆ0－3－523

＜事案の概要＞
請求人らは、評価通達93及び26に基
づき、家屋（2棟）及びその敷地につ
いて、全ての住戸が貸し付けられてい
ることを前提に減額して相続税申告を
しました。本件は、原処分庁が、家屋
の住戸33室のうち7室（本件各独立部
分）は相続開始日に空室であったか
ら、当該減額の一部は認められないと
して、更正処分等をしたのに対し、請

求人らが、空室は一時的なものである
として、その取消しを求めたものです。
＜審判所の判断＞
審判所では、次のとおり判断し、本
件各独立部分は、「一時的に賃貸され
ていなかったと認められるもの」に該
当しないとして、請求人の主張を斥け
ました。
① 評価通達26に定める賃貸割合の算
出上、本件各独立部分を有する家屋の
全部又は一部が貸し付けられているか
どうかについては、課税時期における
現況に基づいて判断するのが原則であ
る。
② 評価通達26（注）2に定める一時的
に賃貸されていなかったと認められる
ものとは、国税庁ホームページのタッ
クスアンサー（№4614「貸家建付地の
評価」）が示すように、㋑各独立部分が
課税時期前に継続的に賃貸されてきた
ものであること、㋺賃借人の退去後速
やかに新たな賃借人の募集が行われ、
空室の期間中、他の用途に供されてい
ないこと、㋩空室の期間が、課税時期前
後の例えば1か月程度であるなど、一
時的な期間であること、㋥課税時期後
の賃貸が一時的なものではないことな
どの事実関係から、各独立部分の一部
が課税時期において一時的に空室とな
っていたにすぎないと認められるもの
をいうものと解するのが相当である。
③ 本件各独立部分に係る相続開始日
前後の空室期間は、最も短いものでも
約3か月、長いものでは約1年10か月
に及んでおり、タックスアンサーの㋩
で示された期間を大幅に上回っている
のであって、社会通念に照らしても、
これが一時的なものにすぎないとは認
め難い。

Ⅲ 使用貸借に係る貸家の
敷地

平27．2．17非公開裁決
（棄却）Ｆ0－3－522

＜事案の概要＞
この事案は、前述の大阪地裁及び大

阪高裁の裁決です。争点1の「一時的
空室部分」該当性について棄却され提
訴されました。提訴されなかった争点
2では、請求人が使用借権を有する貸
家の敷地は、貸家建付地の評価（評基
通26）ができるか否かが争われまし
た。
＜審判所の判断＞
審判所では、次のとおり、貸家建付
地として評価できないと判断しまし
た。
① 貸家Ａの敷地は、取得の時から相
続開始日まで被相続人がその全部を所
有し、取得の時から相続開始日まで被
相続人と請求人が各2分の1の持分で
共有していた「貸家Ａ」の敷地の用に
供されていたものである。
② 使用貸借通達（昭和48年11月1日
直資2－189）の3は、使用貸借に係
る土地を相続により取得した場合にお
ける相続税の課税価格に算入すべき価
額は、当該土地の上に存する建物等の
自用又は貸付けの区分にかかわらず、
全て当該土地が自用のものであるとし
た場合の価額による旨定めており、当
該通達の定めは、合理的なものと認め
られるのである。
③ したがって、貸家Ａが賃貸の用に
供されているとしても、貸家Ａの敷地
のうち、請求人が使用借権を有する2
分の1の持分に相当する部分について
は、貸家建付地として評価することは
できず、飽くまでも自用のものとして
評価することになる。

おわりに
TAINSで、上記の判決及び裁決を
検索する場合の「検索キーワード」は、
「貸家」「貸家建付地」「賃貸割合」な
どです。どうぞご活用ください。

TAINSの入会に関するお問い合
わせは、データベース事務局へ
TEL 03（5496）1195

依田 孝子［大森］

貸家及び貸家建付地の評価
「一時的空室部分」該当性
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